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村落公共機能の強化をめざして

-バングラデシュ農村開発の新戦略- *
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StrengtheningRuralPublicFunctions:

ANewStrategyforBangladeshRuralDevelopment*

KoichiFUJITAH

ThegeneralweaknessoftheruraleconomyinBangladeshisrootedmainlyinweakrural

infrastructuralbuild-upratherthanaweakcasheconomy.The"creditandtraining"

program,whichhasbeenadoptedasthemainstreamruraldevelopmentpolicybymostofthe

international,governmentalandnon-governmentalorganizationsconcernedwithrural
development,tendstostimulateself-centeredincentivesforeconomicupliftbyindividual

villagersandmayresultinerosionoftheireffortstobuildasenseofvillage"unity"or

villagepublicspiritedness.Matabbo73,thetraditionalvillageleaders,andvillagerswillingly

collectsubscriptionsamountingtoseveralthousandtakas,donatenecessarylandsand
providevoluntarylaborforrenovatingtheirmosque,buildingtheirmadrasa,improvingtheir

hatgroundandorganizingfestivals.Butthesesamematabboy:sandvillagersdonotthinkof

raisingfundsorcontributingfreelabortothebuildingandrepairofvillageinfrastructures
suchasvillageroads,whichareessentialforactivatingtheirruraleconomy.Instead,they

simplywaitforthegovernmenttobringsuchpublicprojectstothevillage.Inturn,the

governmentreliesheavilyonforelgnassistanceforbuildingsuchpublicinfrastructures,asit

isnotpreparedtoraisethenecessaryfundsbylevyinglocaltaxes.

Totheauthor,ruraldevelopmentshouldinvolvethevillagers'jointeffortstobuildthe

publiceconomy,whichinturnwouldhelpstrengthentheirprivateeconomy,andshouldnot

simplybeaprogrambywhichthegovernmentprovidesdirectassistancetotheprivate

economyofthevillagers.Whenthisalternativeconceptofruraldevelopmentisacceptedby

thevillagers,thematabboyswillbeabletoplaytheirproperroleofleadershipinBangladesh

ruraldevelopment.

*本稿は,タンガイル県のドッキンチャムリア村 (D村と略す)とボブラ県のアエラ村 (A村と略す)の

各プロジェクト･サイトにおける ｢実験｣の一部についての中間報告である｡共同研究者であるAltaf

Hossain教授,HabiburRahman助教授,M.Salim助教授,安藤和雄氏,内田晴夫氏,吉野響子氏(以

上D村),M.A.Mannan部長,W.M.HJaim教授,FerozHossain副部長,板垣啓子氏 (以上A村)の

ご協力とご教示なしには,本稿は到底完成しなかったであろう｡記して深 く感謝いたします｡またいち

いち名前をあげることはできないが,現場で ｢実験｣に携わり,かつ地道なデータ収集に忍耐強く応じ

てくれたプロジェクト･スタッフの方々にもこの場を借りてお礼申しあげます｡
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Ⅰ はじめに

途上国農村地域の貧困の軽減ないし生活水準の引き上げという究極の目標に向けて,さまざ

まな農村開発プロジェクトが実施されている｡いわゆる絶対的貧困が人口の過半数を越え,か

つ広大な純農村が残るバングラデシュに,総合農村開発のための国際研究機関CIRDAP(Cen-

treonIntegratedRuralDevelopmentforAsiaandthePacific)の本部があるのは単なる偶

然とはいえまい｡しかもバングラデシュは,協同組合を核にしたコミラモデルという国際的に

も有名な農村開発モデルを,1960年代にいち早 く生んだ土地柄でもある｡

しかし後述のように,協同組合による開発モデルを受け継いだBRDB (BangladeshRural

Development Board)は,大きな成果をあげられずに自信を失い,コミラモデルの生みの親

BARD (BangladeshAcademyforRuralDevelopment)ち,有効な代替モデルを出せぬまま

苦悩しているかにみえる｡ 毎年の膨大な援助資金の流入にもかかわらず,農村の貧困は目にみ

えて改善する気配がない｡現地に身をおくと,ドナーをはじめ農村開発の関係者の間には,八

方塞がりのやるせなさと焦燥が強く感じられる｡

本稿は,現行の農村開発の行き詰まりの原因をやや根源的にとらえ,改善のための提案を試

みるものである｡根源的の意味は,協同組合組織の改善のための方策を論じたり,協同組合を

通じて行うべき事業の種類やその成功のテクニックについて論じたりするのではなく,協同組

合による開発そのものを再検討し,あるいはより正確にいえば,農村開発全体の中にそれを正

しく位置づけるといったことを指している｡結論を先取りすれば,第一に,現行の開発がロー

ンの供与など,農村住民の私経済の直接的な改善をもっぱら狙いとしているのに対し,道路,

定期市,学校などいわば公共財の供給を通じて,私経済の間接的な改善の方策を重視すること,

第二に,したがってその実施主体は,何らかの村組織であるべきであり,それは協同組合の活

動を補完しつつも,あくまで別個の組織活動として位置づける必要があることなどである0

以下,現行の農村開発の内容を整理して(第ⅠⅠ章),村の実状からみたその問題点を明らかに

し (第ⅠⅠⅠ章),そうした問題を乗り越えるものとしての ｢新たな農村開発｣の可能性を吟味し

(第ⅠⅤ章),｢実験｣による検証の結果を議論する (第Ⅴ章)｡第ⅤⅠ章は本稿のまとめである｡

ⅠⅠ 農村開発の 2つの型

はじめにバングラデシュにおける農村開発の歴史的な展開と現状をごく簡単に整理してお

く｡1)首都ダッカの東100km足らずの小さな町コミラ市の郊外に,BARDが設立されたのは

東パキスタン時代の1959年のこと,初代所長アクタル ･ハミッド･カーンの一種カリスマ的な
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指導の下,研究所周辺の ｢実験地｣で成功を収めた農村開発手法が全国に広められ,現在のバ

ングラデシュの農村開発行政の原型を作ったのが,既述のコミラモデルである｡コミラモデル

は,以下の4つの柱から構成されていた｡

第一に,2段階協同組合の組織化である｡村に農民協同組合の単協,タナ2)に連合会を組織

し,開発の受け皿としたのである｡ 小規模農民を組織化のターゲットとした｡

第二に,タナにタナ研修 ･開発センターを建設し研修を制度化したことである｡組合の幹部

や農村開発を担う地方行政官に対して研修が施された｡

第三に,タナ津守既計画である｡農業近代化に不可欠な乾季の小規模港概の開発のための制度

である｡BADC(BangladeshAgriculturalDevelopmentCorporation)の官吏をタナに配置

して共同でポンプを利用する農民を組織 してポンプ利用組合を結成 し,タナに付設される

BADCの店舗を通じてポンプ本体を賃貸するほか,部品,燃料のディーゼルなどを供給する｡

ポンプ利用組合は,農民協同組合への登録転換が奨励された｡

第四に,農村土木事業であるRWP(RuralWorksProgramme)である｡道路,橋梁,堤

防,用排水路,定期市などのインフラを整備するとともに,乾季の失対事業として貧困層の雇

用確保を狙ったものであった｡米国の公法470号による援助小麦を原資とした｡

以上から明らかなように,当時の農村開発は,農村の基幹産業である農業の開発に主眼があっ

た｡食料の増産が最優先の課題であり,かつ土地なし農民や零細農民の問題がいまだ深刻では

なかった当時の状況を反映するものであった｡

コミラモデルが全国に普及されたとき,以上の4つの柱は独立した形をとらざるをえなかっ

た｡BARDの膝元の狭い地域におけるようには,集中的に資源の投入と監視ができなかったか

らである｡ しかもモデルの普及後20年以上が経過した現在までに,第二の研修のように,各省

庁の手に分散するとともに第一の開発の一部として吸収されたものもあるし,また第三の港概

計画のように,一定程度普及した後,民営化の波の中で歴史的な役割を終えて事実上消滅した

ものもある｡

つまり現在まで残ったものは,第一の2段階協同組合 と第四の農村土木事業である｡ これら

が表題にいう農村開発の2つの型である｡

2段階協同組合は,バングラデシュ独立後に総合農村開発計画 (IRDP)として全国に普及さ

れ,のちにBRDBと改称された｡BRDBから派遣された官吏と協同組合タナ連合会の会長は,

タナの一室で机を並べて仕事をするのが通例である.当初は農民協同組合 (KSS)だけを対象

1)煩雑を避けるため,コミラモデル以前のⅤ-AID(VillageAgriculturalandIndustrialDevelopment)
プログラム,ジアウル･ラーマン時代のグラム･ショルカルなどは省略した｡
2)タナ(Thana)は,地方行政単位の1つで,通常,郡と訳される｡植民地時代に警察管区として出発し,
エルシャド大統領の地方行政改革でウポジラと改称されて大幅に政治･行政機能が強化された｡近年の

BNP政権下で,再びタナに名称変更された｡各省庁の官吏が派遣される末端の単位｡人口規模は20-40
万程度であり,全国に489を数える｡
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としていたが,のちに婦人協同組合 (MSS)や土地なし協同組合 (BSS)等の組織化に力点が

移ってきた｡組合の活動は,初期の多面的な要素を次第に失い,最近では事実上,出資金と貯

金の動貞,商業銀行からのローンの取次ぎ,各種研修プログラムの実施の3つの活動に限定さ

れている｡販売事業,購買事業は取るに足らず,共済事業は存在しない｡貯金はローンに比べ

て僅かであり,組合とは端的にいって借金組合といってもよい状況にある｡

一方の農村土木事業は,1970年代半ばの飢笹を契機として先進各国からの食料援助が本格化

するに伴い,救援省が管轄するFFW (FoodForWorks)Programmeが主流となり,かつ地

方建設局であるLGED (LocalGovernmentEngineeringDepartment)が管轄する土木事業

との2つの系列に分化して現在に至っている｡救援省とLGEDの官吏も,タナまで派遣されて

業務を遂行している｡FFW は,労働者への賃金を現金ではなく小麦の現物で支払うという点を

除き,従来からの土木事業と基本的に同じである｡

以上要するに,バングラデシュの農村開発といえば,農業普及局を主な実施主体とする農業

技術指導を別にすれば,2段階協同組合の組織化を通じたローン (及び研修)の供与と,食料

援助と結びついた農村土木事業の2つが代表的な施策となっているのであり,先進各国が競う

ようにして地域割で実施している農村開発プロジェクトの中身も,両者を柱としているのが現

状である｡

ⅠⅠⅠ 村の現実からみた農村開発の間蔑点

1.組合方式の農村開発の実効性への疑問

協同組合を組織して組合貞に研修を施しローンを供与するという型の開発を,本稿では組合

方式の農村開発と呼ぼう｡協同組合以外の未登録のグループであっても事業の性格は全く同じ

なので,まとめて議論することにしたい｡

組合方式の農村開発が抱える問題点は,以下の通りである｡

第一に,コミラモデルを受け継いだBRDBだけでなく,他の省庁や部局も同様のプログラム

の実施主体となっており,末端の農村で重複や混乱を招いている点である｡青年開発局,社会

サービス局,小規模･家内工業公社などがその典型であり,さらにグラミン銀行をはじめ,NCO

の大部分も参画する格好になっている｡各実施主体は,他の組合員を排除する規定をとってい

るため,いわば貧困世帯の奪い合いをし,競ってローンを供与するという奇妙な状況が生じて

いる｡各実施主体間の協調関係はあまりなく,しばしば対立 ･対抗関係がみられる｡

第二に,第一の問題と裏腹であるが,組合貞数が20名程度からせいぜい数十名どまりで,そ

れ以上に拡大しないことである｡ その背景には,父系同族集団の関係を中心にして分断された

村落内部の複雑な権力構造がある｡3)
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第三に,研修とローンという組合活動の柱は,いうまでもなく自己雇用 (self･employment)

の創出 ･発展を通じた貧困世帯の収入向上を狙うものであるが,その実効性に疑問があること

である｡以下,このことについて1つの ｢実験村｣であるD村を事例に検討してみよう｡

D村では村びと同士の金融が盛んであるが,表 1は,その全世帯を,土地所有階層別に,金

融の貸し手,借り手,貸し手兼借 り手,その他の4つに分類したものである｡驚 くべきことに,

貸し手127戸のうち,66戸 (52%)は土地なしであり,37戸 (29%)も所有面積20アール未満の

零細農家である｡ すなわち貸し手の8割が通常最も貧しいと考えられている人々なのである｡

このことはさらに,村内の資金循環の収支を示した表 2によっても再確認できる｡ 表にみるよ

うに,資金の流れは全体として下層から上層へと向かっており,下位の2階層が貸付超,上位

表l D村の村内金融の構造

土地所有階層 村内金融市場における地位世帯数

(エーカー) 貸し手 貸借兼 借り手 その他

0 206 66 22 43 75

0.01-0.49 138 37 35 49 17

0.50--0.99 84 11 26 36 11

1.00-2.49 78 9 23 40 6

2.50-4.99 24 2 7 14 1

5.00- 8 2 3 2 1

合 計 538 127 116 184 111

出所 :1992年夏の村落基本調査による｡

表 2 D村の村内金融の全収支 (タカ)

土地所有階層(エーカー) 貸付額 借入額 差引

0 529,750 161,410 368,340

0.01-0.49 493,600 237,720 255,880

0.50-0.99 223,380 304,600 △81,220

1.00-2.49 268,850 410,270 △141,420

2.50-4.99 60,200 254,800 △194,600

5.00- 41,220 276,700 △235,480

貯蓄組合 28,500 0 28,500

出所 :1992年の村落基本調査による｡

3)D村では,同じ父系同族集団 (グステイ)内に組合貞を限定した場合に,組合活動が比較的うまくいく

傾向が観察された｡
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の4階層が借入超である｡貸付条件は,1,000タカ (1タカ-約2.6円)の元金につき10カ月間

で2-3maund(1maund-37.3kg)の籾を利息として支払うのが慣行である.1maundの籾

の市場価格を180タカとすれば,金利は年43-65%にも達する高利である｡籾を利息とするのは,

利息の受け手である貧困層にとって飯米確保の意味があるからであるが,いずれにせよ,村の

下層が上層に対して高利貸をしていることになる｡

ここで少なくとも2つの疑問が生じるであろう｡

第一に,貸し手である下層の資金源は何かという点である｡結論だけを述べると,1980年代

に進展した管井戸濯概の導入を契機とする農業雇用機会の周年化と賃金上昇であり,また同時

に進行した織工,タバコ工場労働をはじめとする非農業部門における安定的な賃金獲得機会の

増加であった｡4)こうしたなかで貧困層の一部は着実に経済力をつけ,貯蓄を高利貸に回す余

裕さえ生まれるようになったと考えられる｡なお農外の賃金獲得機会の増加は,エルシャド政

権期に重視された農村インフラ整備に伴う地域経済の活性化の結果と考えられる｡

第二に,借り手の資金使途は何かという点である｡借入金は,冠婚葬祭,子弟の教育,消費,

土地購入など多様な使われ方をするが,一部は生産資金として投資される｡なかでも農業以外

のさまざまな事業主,つまり漕概ポンプの所有者,店舗主,織元,米 ･野菜 ･衣服 ･漁網 ･そ

の他日用品を取扱う小商人などの運転資金の需要が少なくないのである｡表3は,これらのい

表3 D村における小企業家と村内金融

平均 村内金融市場における地位

世帯数 土地所有 2,000タカ以上

(エーカー) 貸し手 貸借兼 借り手 その他 の借り手1)

港概ポンプ所有者

店舗主/テーラー

織元

小商人 漁網

衣服

米

卵/野菜/果実

その他

小企業家 計

非企業家

4

4

0

1

5

2

8

5

9

9

1

1

1

2

2

1

1

1

1

1

4

5.32 2 5 6 1 5

1.28 2 3 6 3 5

1.11 3 2 3 2 4

0.79 2 8 10 1 12

0.55 0 1 2 2 1

0.30 3 5 9 5 5

0.22 4 1 11 2 8

0.58 1 4 7 3 2

1.19 17(14%) 29(24%) 54(45%) 19(17%) 42(35%)

0.54 110(26%) 87(26%)130(31%) 92(22%) 44(11%)

合 計 538 0.69 127(24%)116(22%)184(34%)111(21%) 86(16%)

出所 :1992年夏の村落基本調査による｡

注 1)質地(ボグラハニ)による借金を除く｡

4)D村ではグラミン銀行がターゲットである所有耕地面積20アール未満の貧困層の約半分を包摂するま

でに至っている｡下層の富裕化の原因としてグラミン銀行の影響も考えられるが,グラミン銀行の会点

を除外したうえで,表2と同じ資金循環の収支表を作成してみても,やはり下位 2階層の貸付超,上位

4階層の借入超の現象がみられた｡
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わば小企業家について金融の状況を示したものである｡小企業家以外の村びとに比較したとき,

借 り手の比率が高いこと,質地以外による短期金融で2,000タカ以上の借金のある者の比率も格

段に高いことが明らかであろう｡ 小企業家のなかには下層の人々も少なくないが,港概ポンプ

の所有者,店舗主,織元を中心に上層の人々が多いという事実は否めない｡

以上のようなD村の在来金融の構造は,次のようなことを示唆している｡5)っまり,貧困層を

標的にしたローン･プログラムを実施したとしても,貧困層のうち少なからぬ人々は,自分で

商売を始めるよりも,高利賃に回して安定した利子所得を得ようとするであろう｡6)零細で

あっても,企業を興すことはリスクを負うことでもあり,やや特殊な才覚のある者だけに可能

なことだからである｡貧困層が皆,ローンを生産的に投資して自己雇用を生み出すと考えるの

はあまりに楽観的であろう｡

現状では逆に,村の下層の人々に少なからぬ貯蓄余力が生まれつつある｡そしてそうした貯

蓄は,銀行を通さず直接に高利で村の小企業家に貸し付けられている｡政策金融の基本的な課

題は,貧困層にローンを供与することではなく,7)貧困層から貯蓄を動員し,信用創造によって

膨 らんだ資金を低利で企業家に貸し付け,発展的な経済循環を成立させることであろう｡企業

家が育てば,雇用が発生し,貧困層にとって安定した賃金獲得機会が広がるのである｡

以上みてきたように,バングラデシュの農村には,幾分かの雇用機会の拡大 と所得の上昇に

伴って貯蓄余力が生まれ,それが再投資されるという良い経済循環が生まれつつある｡しかし

ながら,良い経済循環の動きは,いまだ加速化するには至っていないようである｡その原因は

どこに求められるのであろうか｡われわれはその制約要因が,道路,橋梁,定期市,電化,学

校などの農村イシフラがまだ相当に未整備な状況にあることと考えている｡たとえば,道が悪

いために市場へのアクセスが悪 く,したがって投資して生産してもあまり儲らないといった状

況を想定すればよい｡8)特に洪水常襲地域の農村では,雨期になると人や物資の移動がめっき

り少なくなり,経済活動が全般に低調になる傾向が明らかに存在する｡

問題の焦点は,農村インフラが,民間投資ではなく公共投資によって供給されるという点に

ある｡抽象的にいえば,公共投資の不足が私的な経済活動を低調にしているという構造に陥っ

5)コミラ地域などでは,D村以上に下層が経済力をつけてきている地域が多く存在する｡D村は決して例
外的ではないと考えられる｡

6)これは現実に生起している｡また小企業家の活躍の場が殆どないA村では,ローンを供与された貧困層
が高利貸をする機会がなく,なかには借金地獄に陥っている者もいる｡

7)誤解のないよう付記しておくと,本稿は,貧困層へのローン･プログラムを否定しているわけではない｡
貧困層の中には事業を興したくても資金が不足している者や高利貸からの借金に苦しんでいる者もい

るであろう｡したがって政策金融に副次的役割として貧困対策があってもよいと考える｡批判すべきは,
政策金融の基本的課恵を忘れ,政府もNGOも貧困対策としての政策金融のみに目を奪われている現状

である｡

8)農村インフラの経済効果が高いことを実証した代表的研究として,Ahmed,R.andM.Hossain,Develop-

mentalImpactofRuylalInfyiastniCtureinBangladesh,Washington,IFPRI,1990がある｡
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ているのである｡公共投資の不足は,後述のように公共貯蓄 (税収)の不足に起因するもので

ある｡

2.地方財政の現状と農村土木事業の同産点

公共投資の不足の原因を探るため,次に地方財政の現状について簡単にふれておこう｡バン

グラデシュの地方行政制度には,既に述べたタナの下に末端機関としてユニオン(Union)が存

在する｡人口規模は2-3万程度であるが,行政機関としての体制はきわめて貧弱であり,公

選の議長と9名の議員に秘書 (secretary)1名と警備員数名が加わっただけの組織である｡ユ

ニオンの主たる財源は,家屋税としてのユニオン税であるが,1世帯当たり平均年間10タカ以

下で農業賃金の半日分に及ばない (推定で所得の0.2%未満)うえに滞納が多く,A村を含むミ

ルジャブ-ルユニオンでは,1992年度に13万タカの税収予定額に対して実際には5万タカしか

徴収されなかった｡したがって収入の大半は人件費に消え,9)ユニオンが実施すべき開発事業,

とりわけ農村土木事業のための予算は殆ど残らないことになる｡

一方,タナには,定期市の])-ス料を中心とする比較的豊かな自主財源が存在するo A村を

含むシェルプールタナの場合,年間80-90万タカ程度が徴収でき,その65%がLGEDを通して

農村土木事業に配分される｡しかしシェルプールタナには9つのユニオンが含まれるので, 1

つのユニオン当たりでは6万タカ程度にしかならない｡実は,外国援助資金を中心として中央

政府からタナに配分される農村土木事業費は,1ユニオン当たりに換算して約150万タカもあ

り,これに比較すれば自主財源分は微々たるものなのである｡

表4は,タナに配分される土木事業費を事業別に整理し,1ユニオン当たりの平均配分額を

示したものである｡このうちFFW,TR(TestRelief),RMP(RuralMaintenanceProgramme)

は救援省の管轄,残りはLGEDの管轄である｡事業の選定は,ユニオン議長も加えたタナの委

貞会で行われ,LGEDの事業については薪争入札によって業者に委託され,FFW,TRについ

ては事業ごとに組織されるPIC(ProjectlmplementationCommittee)に任される｡PICの委

員にはユニオンの議長や議員をはじめ,学校教員やその他の地元有力者が選ばれるのが一般的

である｡RMPは,ユニオンによって選定された貧困世帯の女性15名に,恒常的に道路の維持･

管理をさせる事業であり,費用の100/.はユニオンが自主財源から賄わねばならない｡

問題は,1つのユニオン当たり年間約160万タカの事業費では,必要な土木事業を行うには全

く不十分であり,一般の村びとからみると殆ど目にみえない点である｡村内の小規模なインフ

ラなどは永久にカバーされないといって過言ではない｡こうして地方税の軽微すぎる負担率10)

9)給与の半分を自主財源から賄うことになっているユニオンの職貞においては,給与の遅滞や未払いが常

態化している｡筆者の知るあるユニオンの秘書は,過去 4年分の給与が未払いのまま退官せざるをえな

かった｡
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表4 1ユニオン当たり農村土木事業

スキーム名 種類 事業数 総額 (タカ)

タナ自主財源分 構造物/土盛 0-1 6万

ADP 構 造物 /土盛 1- 2 20万

CARE (構造物) 構造物 1 10万

FFW 土盛 1 30万

TR 構造物/土盛 5-10 10万

RMP 土盛 5人 1組で3組 10万

GEP 構造物 (学校) 2 70万

注 :ボブラ県シェルプールタナの最近の事例｡LGEDのタナ技官などからの

聴取による｡金額は概算｡ADP(AnnualDevelopmentProgramme)は,

中央政府からタナへのインフラ整備のための交付金｡CARE (Coopera-

tiveforAmericanReliefEverywhere)は,援助小麦の管理 ･執行を委

託されているNGO｡FFW (FoodForWorks)は,CAREの土盛プロジ

ェクト｡TR(TestRelief)は政府予算の小インフラ事業｡RMP(Rural

MaintenanceProgramme)は既成道路の維持プログラム｡GEP(General

EducationProgramme)はBNP政権発足後の教育拡充特別プログラム｡

に端を発した地方財政の貧困は,農村インフラ整備を阻害し,経済発展の陸路となっているの

である｡さらに,村落レベルでも自発的なインフラ整備や維持管理は殆ど行われていない｡上

述のRMPは,かかる事態を見かねたドナーが,食糧援助を絡めて仕立てた道路の維持管理のた

めの特別スキームなのである｡

以上のように,村落を1つの公共組織とみなせば,村落を含むあらゆる公共部門に資金が集

まらず,また集まっても公共部門の制度が脆弱なために資金の脱漏率が高く,ll) ゆえに末端の

インフラ整備が遅々として進まず,農村住民の私的経済活動がいまひとつ発展しないのである｡

ⅠⅤ 新たな農村開発 と村落社会

1.新たな農村開発の概念

組合方式の農村開発は,貧困層を組織して研修とローンを供与することに活動の重点があり,

それは私経済の発展を支えるべき公共投資の不足に制約されて,あまり効果があがっていない｡

10)農村住民が負担する国税の主なものは,農地にかかる地税と間接税であるが,前者については大幅な免

税措置があり,負担は著しく軽い｡国税と地方税をあわせても,農村住民の租税負担率は所得比でせい

ぜい2--3%と推計される｡

ll)PICには事業に必要なだけの量の小麦が配分されるが,関係省庁のタナ官吏,国会議員,政党関係者,

さらにPICの委員などが一部を着服し,結局,小麦が不足して予定された土木事業がしばしば不完全に

終わる｡落札業者への委託の場合も同様の問題がある｡
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他方,公共投資を担う農村土木事業は,公共財源の不足と非効率により,質量とも全 く不十分

な状況にある｡

実は,この2つの事柄は同根である｡バングラデシュの農村開発に関係している大半の者が,

私経済にのみ目を奪われ,公共性を軽視しているからである｡ 貧しいから研修だ補助金だロー

ンの徳政令だと叫ぶのも然り,公共部門で汚職が蔓延するのも然り,納税を渋ったり誰も村内

の道の維持管理すらしないのもまた然 りである｡ 村落レベルから国家レベルに至るまで,公共

部門を制度的 ･財政的に育てようとする動きが出てこないために,膨大な援助の流入にもかか

わらず,それらが短期的な私経済の改善に消尽され,効果があがりにくいのである｡かかる底

なし沼から抜け出せる有効な手だてはないものだろうか｡

こうした問題意識の下で,本研究協力で企画した1つのプログラムは,とりあえず村落レベ

ルの小規模なインフラ整備事業を,地元の資源を少しでも動貞しながら実施していくことで

あった｡村びとの意識のなかでも,インフラの不備が自分たちの経済活動の最大の制約要因と

なっていることはよく認識されている｡ 突っ込んで議論すれば,ローンは要らない,インフラ

がよくなれば政府の援助なしに勝手に商売ができると考える人も多いのである｡ ただし,待っ

ていても政府の事業が来るはずはないと諦観しつつ,インフラは政府の仕事で自分達には責任

がないと突き放しているのが,大方の村びとの現実なのである｡

小規模なインフラ整備を村でやるとすれば,従来のような協同組合では対応できないであろ

う｡緩やかであっても全村組織が必要である｡リーダーはいるのだろうか｡出役を課すなり拠

出金を募るなり何でもよいが,いかに資源の動貞が可能になるのだろうか｡以上のような問題

を考えるヒントは当然,村落社会のなかにあるはずである｡

2.村落の公共蔑能

一般に村内に強力なリーダーシップが存在せず,｢村｣が見えにくいバングラデシュの村落社

会においても,マタボールと呼ばれる複数の有力者を中心にした一定の公共活動は存在する.

1つは宗教である｡イスラム寺院であるモスクは,土地や建物こそ篤志家の寄進による場合

が多いが,維持管理や運営については,関係者全員の拠出金で成 り立っているのが普通である｡

モスクに農地が寄進され,その小作料で運営費が賄われる例もある｡たとえばA村では,モス

ク名義の農地が80アールにも及ぶ｡

イスラム教の学校マドラサの設立や運営についても同様である｡A村の場合,ダッカ在住の

村出身者の拠出額が群を抜いて多かったとはいえ,村びとから拠出金を集めることによって立

派なマドラサが半分まで完成している｡また1986年から現在までに50アールの農地が寄進され,

その小作料収入が土地登記費などマドラサ設立のための必要経費に充てられている｡

注目すべきはマドラサ運動場である｡マドラサに運動場が必要と認めたA村のマタボールた
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ちは,村びとから土地や拠出金を徴収して運動場の用地買収に奔走したのである｡表 5に示し

た通 り,村内からだけでも総額 7万タカ以上の巨額の資金 (土地O.52エーカーの金額換算分約

5万タカを含む)が動員された｡因みにA村から徴収されるユニオン税は,年間1,800タカにす

ぎない｡比較にならないほど多 くの貯蓄が村 という公共部門に動員されたことになる｡12)

宗教 とは若干離れた活動領域においても一定の公共機能が存在する｡ 結婚式,葬式,犠牲祭

などを共同で行う単位であるショマズ (サム)がそのよい例であり,聖職者へのお布施などの

運営費は全員の拠出金で賄われる.A村には罰金基金(jon'manafund)という制度 もある｡ショ

マズの戒律を破る暴力行為などに対して社会的に課される罰金を基金に繰 り入れ,結婚式用の

大きな釜や天幕の購入費などに充てている｡13)

宗教色を完全に離れた世俗領域でも,ある程度の公共機能は存在する｡ 青年クラブは,サッ

カー,村演劇などスポーツ文化活動の実施主体であり,村びとから拠出金を集めて必要経費を

賄っている｡またタナの自主財源として重要な定期市 も,最初は村びとのイニシアティブなし

には成立しない｡ D村では1986年に,A村でも1993年に,村の有力者が周辺地域の有力者や商

人 と連絡調整の労をとって成立にこぎつけた｡こうしてできた定期市は,自主的な定期市委員

会が最低限の管理を行いつつ一定程度発展すると,政府が接収し,開発資金を投下するととも

に徴税を開始することになる｡

繰 り返しになるが,以上のような村落社会の公共機能は通常,複数のマタボールによって担

表5 A村のマドラサ運動場への寄付金

土地所有階層 寄付額 (タカ:土地も金額換算して加算)世帯数 総額 1世帯

(エーカー) 0 1 100 200 1,000 2,000 平均額

～99 -199 -999-1,999 -

0 102 60 21 19 2 3,675 36

0.01-0.49 34 22 4 7 1 1,192 35

0.50-0.99 14 6 3 2 1 2 4,919 351

1.00-2.49 25 8 2 4 6 2 3 13,479 539

2.50-4.99 17 8 1 7 1 21,607 1,271

5.00- 17 7 6 4 27,129 1,596

合 計 209 111 30 33 10 15 10 72,001 345

出所 :A村での聞き取りによる｡

12)マドラサは,一定の条件を満たした後に政府公認の小学校に昇格する場合が多いから,純粋の宗教領域

から外れる｡このことは,A村のヒンドゥー教徒の一部も運動場買収のための拠出に参加したことから

もわかる｡
13)罰金基金が世俗的な開発投資に向けられたこともあり,われわれを驚かせた｡あるNGOの非組織教育

のための小学校が村に導入されたとき,建物の建設費の不足分として,基金から2,500タカが拠出され
た｡3年半にわたってNGOから支払われる月200タカの借料の後半42カ月分 (総額8,400タカ)は,す

べてこの基金に入れられることになっている｡
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われている｡マタボールは,典型的には父系同族集団を代表する有力者であり,またはショマ

ズの有力者である｡マタボールには上層農の出身者が多く,また教育レベルの高い知識人でも

ある場合が多い｡マタボールというと,貧しい村びとを搾取し,せっかくの外国援助も独占し

て私腹を肥すという悪いイメージで語られることが多い｡｢村｣が見えにくい,つまり村社会の

内部規制が弱いバングラデシュでは,そうしたイメージもあながち根拠のないことではないが,

しかし同時に彼らは,上にみたような自分自身には直接利益にならない村落の公共活動に,時

間や労力を割いている｡それは少なくとも経済的には無報酬である｡問題は,どうすればこう

したマタボールたちの積極的な側面を引き出すことができるかであろう｡

Ⅴ アクション･プログラムによる試行

あまり強力とはいえないが,マタボールを軸に宗教や冠婚葬祭を中心にした一定の公共活動

が営まれている村落社会｡ときには小学校や定期市といったインフラ整備に大きな役割を果た

すことさえある｡この機能をうまく引き出して,系統だった ｢開発｣に役立てること,たとえ

ば村の道路の修復や日常的な維持などに活用することはできないものだろうか｡

本研究協力では全村組織の創設を指針としており,D村では従来からある組織を改組した形

で,A村では全く新しい組織が,村落開発委員会 (略称VC)という名で設置された｡どちらも

厳格な規則や手続きに則ってではなく,D村では何となく根回しして皆の事後承諾を得る形で,

A村でもごく自然に組織された｡十数名程度の委貞は村人に認知されているマタボールである｡

VCの会合では村のさまざまな問題が議題に上るが,自然に,村全体に関係する公共性の高い
問題が中心になっていく｡ その最たるものがインフラ整備である｡ インフラ整備の要望は,村

びとの希望や意向を受け,VCの場で議論され集約される｡この過程ではプロジェクトは傍観者
であり,せいぜい助言者にとどまる.バングラデシュでは一般に,プロジェクトが来たらすべ

てがタダで供与されると考える傾向が強いので,VCもまずプロジェクトに事業の立案から実
施,財政負担のすべてを依頼してくることが多いが,それはプロジェクトが断わる｡VCはユニ
オンに掛け合うが通常ラチがあかない｡

プロジェクトはこの時点でVCにある提案を出す｡たとえば土盛 り作業を村がやるという条
件で,土管など必要資材をプロジェクトが負担するといった提案である｡ 数万タカの事業費の

うち,1万タカをVCが責任をもって村から徴収するといった提案でもよい｡双方が合意に達す
れば,いよいよ作業の開始である｡

｢実験｣はこれまで,D村で初年度と第 2年度の2回,A村では第 2年度に1回行われた｡D

村 (総戸数538戸)では,初年度に村と幹線道路を結ぶ約 3キロメートルの道の補修事業 (総工

費約11万タカ)を,村が8,500タカ程度負担するという条件で,第 2年度には村内道路の数カ所
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の新設 ･補修事業 (同上約 7万タカ)を,村が土地の無償による収用を行い,かつ約 1万タカ

の労働雇用費を負担するという条件で,またA村 (総戸数209戸)では村内道路の補修事業 (同

上約 1万5千タカ)を,村が土盛 り作業 (約6千タカに相当)に責任をもつという条件で,それ

ぞれ行われた｡

プログラムは,こうした試みが村びとにとって全 く馴染みのないものだったことを考慮する

と,かなり成功裡に終わったといってよいが,経過を見守ったわれわれの実感からすれば,蕊

共事業に対する村びとからの資源の動員は想像以上に困難である｡マタボールが面子を賭けて

必死になっても,マドラサの運動場にあれだけの資源を提供した同じ村びとたちが,村内の道

の補修のためには重い腰を容易に上げようとはしないのである｡重要なことは,こうした事業

を繰 り返し実施し,辛抱強 く村落機能の強化を図っていくことであろう｡

ⅤⅠ まとめ

バングラデシュの農村経済,ひいては経済全体の停滞の主な原因は,私的投資の不足をもた

らす私経済の貧困よりも,公共部門の未熟に起因する公共投資の不足にあると考えられる｡公

共部門の未熟は,徴税能力の低さと汚職の蔓延に象徴される一連の根深い問題である｡この間

題は,村落レベルでも貫徹している｡村落において,構成員の合意に従って資源を動員してそ

れを公共的に投資していくという自主管理の機構が殆どみられず,勢い外部からの資源の流入

を期待する｡ そして,ときに流入する僅かな外部資源は,私経済の一時的な改善に向けられる

がゆえに,職烈な争いになり足の引っ張 りあいに終始することにもなりかねない0

農村開発 とは受益者がモノを得るのではなく,モノを出すことを通じて実施していくことで

ある,あるいは農村開発とは私経済を直接に援助してもらうことではなく,私経済を側面から

支える公共経済を構成員全員で発展させていくことである｡こうした考え方が少しでも定着し

てくれば,マタボールの積極的な機能を引き出すことはそう困難なことではないであろう｡

農村土木事業は,失対事業としてではなくインフラ整備を第一義的な目的とすべきであろ

う｡14)そして地方税を増やし,より多くの割合をインフラ事業として地元に還元すべきであろ

う｡それには,地方行政の末端単位 としてのユニオンの行政機能の強化 という中長期的な課題

を避けて通ることはできない｡しかし同時に村落レベルにおいても,インフラ整備という具体

的な仕事を通じて根気よく,村という名の公共部門の育成を手掛けていくべきであろう｡それ

は村で手に負える範囲の小規模なインフラ事業でなければならない｡

14)バングラデシュ政府は,救援省からLGEDへのインフラ予算の移管を目下進めているところであり,

CARE(CooperativeforAmericanReliefEverywhere)などのNGOも,こうした政府の動きに同
調している｡
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衰6 農村土木事業の事業規模

注 :ボグラ県シェルプールタナの最近の事例｡LGEDのタナ技官などからの聴取による｡小麦,金

額,雇用量は概算｡PICはプロジェクト実施委貞会(ProjectlmplementationCommittee)の略｡

表6は,現行の農村土木事業の1事業当たり規模を示したものである｡FFW などは村の実施

能力を超えているので,さしあたり標的となるのはTRである｡ 現行で最も ｢ばらまき｣性の

強いTRを,逆に村落から資源を動員するための手段として位置づけ,小麦を原資にしてマッ

チング ･ファンド方式の ｢契約｣を村落と結び,共同で小規模なインフラ整備をすればよい｡

TRを管轄する政府事業体 (望むらくは強化されたユニオン)がどのような提案を村落に提示す

るかは,多少の失敗は覚悟のうえで,試行錯誤で相互に学習していけばよい.ドナーは,こう

して生まれ変わったTRに資金援助をする｡以上がさしあたり現実離れした夢物語であるとす

れば,とりあえず,生まれ変わったTRに似たような事業を行うNGOに対し,資金援助をして

もよいであろう｡15)

こうして｢公共部門｣を育成しつつ,農村インフラの整備が進めば,貧困層を標的にしたロー

ン･プログラムの有効性はより一層増すことであろう｡こうして農村開発は全体 として体系

立ったものとなろう｡

15)CAREのほか,RDRS(RangpurDinajpurRuralService),CARITASが早くからインフラ整備を手
掛けているが,村落レベルの資源動貞を標的にして活動しているNGOは存在しない｡RDRSでの聞き
取りによれば,ドナーは,即効性がなく貧困層に対する効果がみえにくいという理由で,小規模なイン

フラ事業への資金拠出には消極的であるという｡
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